三重県障害者支援施設入所基準策定指針

１　目的

この指針は、障害者支援施設（身体障がい者を主たる対象とする施設（三重県障害者支
援施設利用調整実施要領による対象施設を除く））（以下、「施設」という。）への入所につ
いて、施設入所サービスを受ける必要性が高い入所希望者を優先的に入所させるという観
点から、入所に関する手続き及び基準を明示し、それに基づき各施設が「入所基準」を策
定・運用することにより、入所における透明性・公平性を確保するとともに、障害者総合
支援法の主旨に即した施設入所サービスの円滑な実施に資することを目的とする。

２　入所検討委員会

（１）施設は、入所の決定に係る委員会又は会議（以下、「入所検討委員会」という。）を設置し、「入所順位名簿」を整備し、４に掲げる入所順位決定基準に基づき入所希望者の入所の決定を行うものとする。

（２）入所検討委員会の委員は、施設長、サービス管理責任者、生活支援員、看護職員等で構成する。また、入所検討委員会には、施設外の第三者を参加させることが望ましい。

（３）入所検討委員会は、施設長が招集し、施設に入所申込みがあった場合など必要に応じて開催するものとする。

（４）入所検討の経緯は議事録にまとめ、入所後２年を経過するまでの間、保管するものとする。
３　入所対象者

入所対象者は、市町が障害支援区分４～６（５０歳以上は３以上）と認定した者で、施設入所が必要と認めた者とする。

４　入所順位決定基準

（１）施設は、入所申込受付に際し申込者全員について次に掲げる項目ア～ウを調査し、結果を別表により点数化し、「施設入所希望者調査票」（様式１）（以下、「調査票」という。）に記載するものとする。

ア　入所希望者の状況

イ　施設入所支援の必要性

ウ　家族等支援者の状況

（２）入所順位は、（１）の規定により点数化した結果が、８０点以上の場合は点数の高い者（同点の場合は市町の「施設入所申出書」受付順）を上位とし、当該点数未満の場合は市町の「施設入所申出書」受付順とすることを原則とする。

（３）（２）の規定にかかわらず、入所希望者の中で次に掲げる要件に該当する者は、定員に空きが生ずるなど受け入れが可能になり次第、優先して入所させるものとする。
ア　家族等支援者による虐待の恐れがある、あるいは家族等支援者の死亡、入院などに
より養護に欠ける状態となるなど、緊急の入所を要すると市町が認める場合
イ　障害者支援施設を退所したが、再度入所が必要となった場合

ウ　災害時

（４）施設側に次に掲げる事情が生じた場合には、必要に応じて入所待機者の入所順位を入れ替えることができる。

　　ア　同じ居室などに異性が生活することが入所（待機）者に不利益となる場合

イ　入所者全員の障害支援区分の平均が、施設の入所者の処遇に関する適正運営を維持できる範囲を超えた場合

（５）入所一時辞退者については、入所順位を入所待機者（調査票の点数が８０点以上の場合は同じ点数の入所待機者）の最後尾に繰り下げるものとする。但し、入所待機者の短期入院等やむを得ない理由により一時辞退する場合は、入所順位を保留するものとする。

（６）入所順位の見直しは、原則として６か月に１回、その他必要（入所待機者の障害支援区分及び施設入所支援の必要性などに変更がある場合）に応じて行うものとする。
（７）施設は、入所希望者及び家族等支援者に対して入所順位決定方法等についての説明を行い、調査票の「説明確認欄」に確認署名を受けるものとする。
（８）入所順位決定基準については、各施設の入所検討委員会で決定するものとし、原則として１年ごとに内容を検討し、必要に応じて見直すものとする。

（９）入所待機者が入所待機中に介護保険法の適用対象者となった場合は、原則として市町

と協議のうえ同法に基づく施設への入所待機を勧めるものとする。

５　入所者の決定

（1） 施設は、「入所順位名簿」に基づき入所待機者又は家族等支援者に入所意向確認を行っ
た上、入所者の決定を行うものとする。
（２）施設は、入所希望者に対し自ら適切な施設入所サービスを提供することが困難な場合は、その理由について入所希望者及び家族等支援者に対し十分に説明を行い、同意を得るものとする。

６　入所基準の公表等
（1） 施設は、入所基準を公表するものとする。

（2） 施設は、入所待機者及び家族等支援者から求めがあった場合、入所に関する記録（開
示を求めた入所待機者に関する情報に限る。）を開示するものとする。
（3） 施設は、市町又は県から求めがあった場合には、入所に関する記録を提出するものとする。

７　適正運用

（１）県は、この指針の適正な運用について、施設等に対し必要な助言等を行うものとする。

（２）施設は、県及び市町並びに障害者相談支援事業所等との連携に努めるものとする。

８　検討会議
（１）この指針の見直し及び運用などに関して必要がある場合は、検討会議を開催することができるものとする。
（２）検討会議の構成員は次の者とする。
　　ア　市長会の正・副会長を選出している市の障がい福祉担当課長２名
イ　町村会の正・副会長と選出している町の障がい福祉担当課長２名
ウ　施設長代表者２名

エ　三重県子ども・福祉部障がい福祉課１名
オ　三重県障害者相談支援センター（以下、「センター」という。）所長

カ　必要に応じて、その他市町障がい福祉担当課長、学識経験者等

（３）検討会議の召集及び議長はセンター所長が行う。
９　経過措置
この指針が施行される以前から入所待機している者については、この指針が施行された
後、入所を一時辞退（入所待機者の短期入院等やむを得ない事由によるものは除く。）した日以降、この指針を適用するものとする。
10　雑則

この指針に定めるもののほか、この指針の運用に関し必要な事項は施設入所に係る事務
処理要領（以下「要領」という。）に定める。
附則

１　この指針は、平成２３年４月１日から施行する。
　２　この指針の別表は、施行の日から２年を経過した時点で見直しを行うものとする。
　３　この指針は、平成２６年４月１日から施行する。
　４　この指針は、平成２９年４月１日から施行する。
５　この指針は、令和３年２月２５日から施行する。
別表

	ア　入所希望者の状況

　　障害支援区分６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０点

　　障害支援区分５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０点

障害支援区分４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０点

　　障害支援区分３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０点

　　　高次脳機能障害などによる不適応行動あり（※１）　　　　　　　　　    ２０点

　　　　（障害支援区分の該当する点数に加算）

　　　特別な医療を必要とする者（※２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０点

　　　　（障害支援区分の該当する点数に加算）
イ　施設入所支援の必要性（(ア)と(イ)は重複不可）

(ア)　身体的理由又は高次脳機能障害などによる不適応行動のため在宅生活を継続することが困難であり、障害者総合支援法による介護給付（※３）の利用実績額（原則として直近3か月）の平均が、支給決定量（原則として直近3か月）の平均の

６割以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０点

４割以上６割未満　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０点

４割未満（※４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０点
（イ）在宅生活が困難なため、障害者支援施設（身体障害者療護施設から移行したもの）
以外の施設・病院に入所・入院（※５）している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２０点
ウ　家族等支援者の状況

(ア)　入所希望者は単身のため、家族等支援者がいない。（※７）　 　　　　　３０点

(イ)　家族等支援者が高齢・病弱（※６）など　　　　　　　　　　　　　　　２０点

(ウ)　家族等支援者が就業中・複数の人を介護しているなど　　　　　　　　　１０点


※１　「不適応行動あり」とは、自傷行為・夜間せん妄・興奮・大声・奇声・徘徊・攻撃的行為・不潔行為・摂食異常・弄火の問題行動・暴言暴行・昼夜逆転・介護に抵抗等の不適応行動が、概ね１週間に１～２回程度以上出現する場合とする。

※２　「特別な医療」とは、医師意見書に記載された「点滴の管理」から「カテーテル」までの１４種類とする。
※３　「介護給付」とは、居宅介護・重度訪問介護・行動援護・重度障害者等包括支援・生活介護・短期入所とする。

※４　介護給付の利用が必要であるにもかかわらず、離島においてサービスを提供する事業所がないことにより利用実績がない場合を含む。

※５　「入院」とは、いわゆる社会的入院（医学的観点からは既に入院の必要性が薄いにもかかわらず、患者や家族の生活上の都合により介護の代替策として入院していること）とする。

※６「高齢」とは、７５歳以上の後期高齢者とする。
　　「病弱」とは、病気が長期にわたっているもの、又は長期にわたる見込みのもので、その間継続して医療又は生活規制（運動、食事、安静、服薬等に関して守らなければならないことが様々に決められていること）を必要とする状態とする。
※７　「単身のため、家族等支援者がいない。」とは、家族等と別居中の場合を含むものとする。
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